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１．基本事項 作成日

担当課 担当係 管理番号

第
２
次
総
合
計
画

事業区分 自治事務 法定受託事務
対象拡大　　　有

計
画
施
策
名

行
政
分
野
別

根拠法令
個別計画

等

事業概要

目的
※何のために

対象
※誰・何を対象に

手段
※どのように

成果
※何を求めるか

執行体制 市職員 一部委託 全部委託 指定管理
市民ボラ
ンティア

ＮＰＯ
民間団体

その他（　　　　　　）

を構成する
予算事業

会計区分 款 項 目 細事業名 前年度決算額（円）

本事業の
主な業務

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

２．事業費（投入コスト） ※当該年度以降の数値は内部検討のため試算したものです（未確定数値） 単位：円
区　　　分

年度別計画

事
　
業
　
費

予算（現額）

決算額

財
源
内
訳

国支出金

県支出金

地方債

他特定財源

一般財源

人
件
費

従事職員数(人)

人件費相当試算
※１

(総事業費試算)

※１　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

サービス拡充　有
■ □

01 04 01 08

□

□

01239

事務事業評価表

中項目

大項目

事務事業

事務事業

主要プロジェクト

基本戦略

小項目

200003 人と自然にやさしいまちづくり

200004 安心とやすらぎを感じられるまち（暮らし・環境）

平成30年08月08日(水)

地球温暖化対策事業

住宅用省エネ設備設置費補助事業

地球温暖化対策実行計画推進事業

環境課 環境政策係

04

04

00

00

00

衛生費

衛生費

01

01

00

00

00

保健衛生費

保健衛生費

一般会計

一般会計

08

08

00

00

00

公害対策費

公害対策費

3903

200001 自然・生活環境の保全
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３．評価指標

グ
ラ
フ
表
示

区分

指標名
目標値

単
位

実績値

年度別目標値の設定根拠

実績値の出所・算出式

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

目標値

実績値

年度別目標値の設定根拠

４．観点別評価 （A：目標値どおり（以上）　B：ほぼ目標値どおり　C：目標未達成　－：目標値の設定がないもの）

活動
（意図した活動を
　行っているか）

目標が設定できないものは、活動指標の数値の推移を説明

成果
（意図した成果が
　上がっているか）

目標が設定できないものは、成果指標の数値の推移を説明

効率性
（効率的に事務を
　行っているか）

目標が設定できないものは、効率指標の数値の推移を説明

評価者

５．前年度改善改革プラン達成状況

前年度
改善・改革案

達成状況
及び

その効果

目
標
な
し

活動指標１

活動指標２

活動指標３

成果指標１

成果指標２

活動指標４

Ａ

Ｂ

‐

事務事業評価表



（３／３）

６．所属長評価（今後の方向性）

担当課 担当係 管理番号

① 現状のまま継続 委託化等の検討
評価の内容説明

② 見直して継続 成果向上のための改善

③ 拡充・重点化（コスト投入） 効率化のための改善

④ 目的達成による終了 事業規模の縮小

⑤ 廃止を検討 他の事務事業と統合

評価者

７．改善改革プランと今後の課題

改善・改革案

８．今後の課題(年度別計画等により実施する取り組み等)

今後の課題

９．評価指標グラフ

区分 指標名

区分 指標名

区分 指標名

上記を実施するための具体的な取り組み内容は？

事務事業

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

事務事業評価表

地球温暖化対策事業 環境課 環境政策係

活動指標１

成果指標１

成果指標２

3903

省エネ設備補助金交付件数

補助を活用した太陽光発電のＣＯ２削減量（ｔ－ＣＯ２／年）

公共施設における温室効果ガス排出量（ｔ－ＣＯ２／年）
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	PTXTKEIKAKU: 深谷市環境基本計画深谷市地球温暖化対策実行計画深谷市新エネルギーの導入及び利活用施策基本方針深谷市住宅用省エネ設備設置費補助金交付要綱
	PTXTGAIYOU: 　地球温暖化防止のため、太陽光発電システム等の住宅用省エネ設備設置者に補助金を交付し、省エネ設備の普及促進及び環境意識の高揚を図るとともに、深谷市地球温暖化対策実行計画に基づき市の事務・事業における温室効果ガス排出削減及び環境配慮を推進する。
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	PTXTTAISYOU: 　自宅に住宅用省エネ設備を設置した市民及び市の事務・事業
	PTXTSYUDAN: 　設置者に設置経費の一部について補助金を交付し、市の事務・事業は、環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）の体制を活用し、温室効果ガス排出量の削減及び管理を行う。
	PTXTSEIKA: 　温室効果ガス排出量の削減等地球環境への負荷の軽減を図る。
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	KATUDOU: 　ホームページ等で周知を図り補助事業を実施した。また、ＥＭＳにおいて地球温暖化対策に係る実施状況を管理した。
	SEIKA: 　設置された省エネ設備により電気使用に伴うＣＯ２の排出量が削減され、地球温暖化対策への寄与が図れたが、公共施設における温室効果ガス排出量は目標達成には至らなかった。
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	KONKYO5: 地球温暖化対策実行計画（Ｈ２６～Ｈ３２）に基づく削減目標とする。
	KONKYO4: 市民への交付が指標であり、申請数が社会情勢等に影響されるため目標は設定しない。
	KONKYO3: 市民への交付が指標であり、申請数が社会情勢等に影響されるため目標は設定しない。
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	2NENDO1: 平成29年度
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	HID_SIHYO_KB3: 3
	HID_SIHYO_KB4: 4
	HID_SIHYO_KB5: 5
	HID_SIHYO_KB6: A
	KOUKA: 　国、県及び県内市町村の状況や環境基本計画を踏まえ、電気自動車等充給電設備を対象事業とし、補助金交付要綱の改正を行った。また、ＥＭＳ推進委員研修や掲示板等により職員の意識向上に努め、全庁的な取り組みを行った。なお、あらたにエコドライブ研修を行い、環境施策の取り組み意識の向上を図った。
	KAIZEN: 　住宅用省エネ設備の対象事業について、国、県及び県内市町村の状況や市場動向を勘案して検討していく必要がある。また、環境マネジメントシステム（ＥＭＳ）や研修などを通じ、引き続き職員の意識を喚起し、全庁的な取り組みを継続して行っていく。
	PMOKCHK1: ■
	PMOKCHK2: ■
	PMOKCHK3: ■
	PMOKCHK4: ■
	PMOKCHK5: □
	PMOKCHK6: □
	KOURITUSEI: 　熱利用システムの普及促進を図るため交付要綱の見直しを行い実施した。また、地球温暖化対策実行計画に基づく取り組みを各課所で必要最小限の経費で行っている。　
	NAME: 環境課長　前野　武一
	PTXTKAIZEN: 　住宅用省エネ設備の対象事業について、国、県及び県内市町村の状況や市場動向を勘案して検討していく必要がある。また、職員への意識向上の取り組みについては、引き続き全庁的な取り組みを継続していく。なお、電力の地産地消や収益を活用した市民サービスの実施等を目的とした地域新電力を活用し、市民・事業者及び市の温室効果ガス排出量削減及び環境意識の高揚を図る仕組みづくりを検討していく必要がある。
	PTXTKADAI: 　住宅からのＣＯ２排出量削減を図るため、国や県の施策や市場動向を注視していく。また、市の事務・事業における温室効果ガス排出量削減について、取り組みを進める必要がある。
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